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研究要旨 

目的：今後の食生活支援に関する研修プログラムの充実強化に資するために，管理栄養士・栄

養士の保健指導に関するコンピテンシー及び習得ニーズの実態把握，並びに特定保健指導で活

用している食生活に関する指導用教材について内容を分析した。 

方法：（研究 1）平成 26 年 2 月～3 月にかけて，社団法人日本栄養士会の 24 都道府県栄養士会

の栄養ケア・ステーション特定保健指導登録者 1,548 名を対象に，保健指導のコンピテンシー

に関する無記名自記式質問紙調査を実施した。質問紙の配布・回収は郵送にて実施し，659 名

から回答を得た（回収率 43%）。本研究では，保健指導に関するコンピテンシー60 項目につい

て，年齢層別，保健指導の従事頻度別に上位・下位項目を抽出した。同様に，今後取得したい

コンピテンシーについても分析した。なお，未回答者は項目ごとに除外した。 

（研究 2）平成 25 年 12 月～平成 26 年 1 月，社団法人日本栄養士会事務局を通じて各都道府県

栄養士会に対し，特定保健指導用教材・資材についての情報提供に関する依頼を行った。回答

が得られた 26 都道府県（回答率 55%）のうち，9 都道府県から教材または市販の教材名の提供

を受けた。教材は，特定保健指導用教材（10 件）と食生活支援用教材（15 件）に分類し，そ

れぞれ食生活に関する内容について，4 つのレベル（エネルギー・栄養素，食品，料理・食事， 

食行動）に分けて内容を検証した。 

結果及び考察：管理栄養士・栄養士においては，年齢層や保健指導の従事頻度に関わらず，専

門分野以外（飲酒，喫煙，運動）に関する保健指導のコンピテンシーが低く，習得ニーズが高

いことが分かった。また，食生活支援では，“代謝の調整とエネルギー・栄養素，食品との関

連を説明する”の習得ニーズが高かった。一方，既存の指導用教材には，“代謝の調整とエネ

ルギー・栄養素，食品との関連を説明する”についての内容がほとんどなかった。食事摂取基

準（2015 年版）では，生活習慣病の発症予防・重症化予防を視野に入れたエビデンスの整理が

行われており，今後の研修や教材の作成において生かしていくことが効果的であると考えた。 

 

 



 
 
 

Ａ.目的  

「標準的な健診・保健指導プログラム（改

訂版）」が昨年公表され，新たに保健指導

レベルの者まで対象の範囲を広げた「日本

人の食事摂取基準（2015 年版）」も今年 4

月に施行される。そこで，その根拠を含め

て内容を十分理解し，現場で活用できる保

健指導者育成のための研修の充実や，効果

的な教材作成が喫緊の課題である。しかし，

職種によっても習得すべき能力は異なるこ

とから，現状を把握し，職種特有の課題を

整理することは不可欠である。また，各保

健指導の場において，どのような教材を用

いて食生活に関する支援が行われているか，

系統的に整理されたものはない。そこで，

今後の研修プログラムの充実強化に資する

ために，以下の 2 点について検討した。1）

保健指導に従事する管理栄養士・栄養士の

コンピテンシー及び習得ニーズの把握，2）

特定保健指導で用いられる食生活支援に関

する指導用教材の実態把握。 

なお，コンピテンシーとは，McClelland

によって提唱された概念であり 1），「ある

職務または状況に対し，基準に照らして効

果的，あるいは卓越した業績を生む原因と

して関わっている個人の根源的特性」2）と

定義されている。保健指導者の支援能力を，

「支援技術」あるいは「支援スキル」等と

表現する例もあるが，コンピテンシーには

行動特性に加えて思考特性も含まれるため，

本研究では，コンピテンシーという表現を

用いることとした。 

 

 

 

 

Ｂ.方法 

研究 1．保健指導に従事する管理栄養士・

栄養士のコンピテンシー及び習得ニーズの

把握 

a. 対象者と方法 

平成 25 年 12 月～平成 26 年 1 月，社団法

人日本栄養士会事務局より各都道府県栄養

士会に対し，栄養ケア・ステーション特定

保健指導登録者名簿の提供に関する依頼を

文書にて行った。なお，栄養ケア・ステー

ションとは，地域住民のための食生活支援

活動の拠点である。都道府県栄養士会が運

営し，特定保健指導のほかにも，地域の特

性に応じた様々な事業を展開している。そ

の結果，18 都道府県から名簿提供の同意が

得られ，その他 4 都道府県から，調査票の

直接発送希望が得られた。最終的に 22 都道

府県 1,608 名の栄養ケア・ステーション特

定保健指導登録者に対して，平成 26 年 2 月

に郵送により調査協力依頼文書及び無記名

自記式の調査票を配布し，宛先不明で未達

であった 60 名を除く 1,548 名を調査対象者

とした。同年 3 月中旬までに 659 名（回収

率 43%）から回答が得られた。 

 

b. 調査内容 

1．保健指導に関するコンピテンシー 

保健指導に関する項目は，標準的な健

診・保健指導プログラム（改訂版）の保健

指導のプロセスと必要な保健指導技術 3），

産業医科大学が作成した「保健指導実践者

の行動目標」の「対象者に対する健診・保

健指導」4），本研究班で作成した「平成 25

年度特定健診・保健指導研修会アンケート

（基礎編）」を基に，全 11 分野計 60 項目

とした。11 分野とは，①保健指導の事前準



 
 
 

備，②対象者との信頼関係，③相談・支援

技術，④アセスメント（情報収集・判断），

⑤気づきの促し，⑥科学的根拠に基づく健

康行動の理解促進及び教材の選定，⑦目標

設定，⑧社会資源の活用，⑨継続フォロー，

⑩評価（3～6 か月後），⑪その他，である。

各項目の語尾は，行動について振り返り・

評価できるように，“～できる”ではなく，

“～する／～を行う”との文章表現を用い，

回答選択肢は「十分にできる」から「全く

できない」の 5 段階とした。また，回答者

が今後もっと勉強したいと思う項目を複数

回答で把握した。 

 さらに，習得ニーズについては，「全 60

項目中，もっと勉強したいと思う項目には

いくつでも○をつけ，特に希望する項目（上

位 5 つまで）には◎をつけて下さい」との

教示に対する回答で把握した。 

 

2．属性 

基本属性については，性別，年齢，所属

都道府県栄養士会，主たる所属機関，職種，

勤務形態とした。保健指導経験については，

経年年数（そのうち特定保健指導年数），

保健指導の従事頻度，年間保健指導件数（そ

のうち年間特定保健指導件数）とした。 

 

3. 調査票の妥当性  

 なお，本調査票の使用に当たっては，事

前に内容的妥当性及び表面的妥当性につい

て検討を行った。まず，内容的妥当性（調

査票の質問および回答肢が，特定保健指導

の内容等と整合性がとれているか）は複数

の研究者で協議し確認した。また，表面的

妥当性（質問や回答肢で使われている言い

回しや表現は理解されやすいか，回答しや

すいか，等）は，管理栄養士の資格を持つ

大学教員 1 名及び大学院生 3 名，また管理

栄養士養成課程の学部生 5 名に確認しても

らった。 

 

c. 分析方法 

対象者の年齢層別，保健指導の従事頻度

別にコンピテンシーの高い（「十分にでき

る」＋「できる」を合わせた割合）上位項

目と，低い項目（「全くできない」＋「で

きない」を合わせた割合）下位項目をそれ

ぞれ 10 項目抽出した。さらに，習得ニーズ

についても，同様に年齢層別，保健指導の

従事頻度別に高い項目（「勉強したい」の

回答者割合が多い）上位項目と，低い項目

（「勉強したい」の回答者が少ない）下位

項目をそれぞれ 10 項目調べた。同様に「特

に希望する」項目の上位項目についても検

証した。なお，習得ニーズについては，70

代以上の回答状況に偏りが見られたため，

年齢層別では 60 代までを分析対象とした。 

 

d. 倫理的配慮 

研究実施に際しては，あいち健康の森健

康科学総合センターの倫理審査会にて承認

を得た。 

 

研究 2．特定保健指導用教材・食生活支援

用教材の内容分析について 

a. 対象者と方法 

 全国 47 都道府県栄養士会の事務局を対

象に，平成 25 月 12 月から平成 26 年 1 月に

かけて，特定保健指導の際に使用している

教材・資材に関して情報提供の依頼を郵送

にて行った。教材・資材については，オリ

ジナル教材の場合は教材の提供を依頼し，



 
 
 

後日郵送してもらった。市販教材の場合は，

郵送あるいは教材名・出版元を回答しても

らい，後日研究者らが提供されたリストに

基づき直接購入した。26 都道府県から回答

が得られ（回収率 55%），そのうち 9 都道

府県より教材・資材の直接又はリストの提

供が得られた。その結果，34 件の教材が収

集された。 

収集された 34 件の教材のうち，一般的な

情報提供用資料（例：メタボリックシンド

ロームとは何か等）と判断されたものを除

く 27 件を分析対象とし，特定保健指導用教

材 12 件，食生活支援用教材 15 件の 2 つに

分類した。特定保健指導用教材 12 件のうち，

「積極的支援」と「動機づけ支援」で内容

が重複していると判断した 4 件は，「積極

的支援」の 2 件のみを分析対象とした。最

終的に，特定保健指導用教材 10 件，食生活

支援用教材 15 件を分析対象とした。 

 

b. 分析方法 

 特定保健指導用教材は，特に食生活に関

する内容に限定して内容を抽出した。抽出

した内容については，保健指導の流れに準

じて，①健診結果の説明，②アセスメント，

③目標設定，④実施，⑤モニタリング，⑥

フィードバックの 6 項目に分けて整理した。

また，食生活の内容は，1)エネルギー・栄

養素レベル，2)食品レベル，3）料理・食事

レベル，4)食行動レベルの 4 つのレベルに

分類した。さらに，4 つに分類されないそ

の他の習慣（飲酒），準備性に応じた支援，

食環境については別枠を設けて整理した。 

 食生活支援用教材については，①エネル

ギー（収支に関するもの），②食塩，③栄

養バランスの 3 つに区分した。内容は，特

定保健指導用教材と同じく，1)エネルギ

ー・栄養素レベル，2)食品レベル，3）料理・

食事レベル，4)食行動レベルの 4 つのレベ

ルに分類した。さらに，各項目は【アセス

メント】と≪実施≫に内容を分けて整理し

た。 

いずれの分析においても，同一の内容が

1 つの教材に複数含まれていた場合，出現

回数は 1 件として数えた。 

 

Ｃ.結果 

研究１．保健指導に従事する管理栄養士・

栄養士のコンピテンシー及び研修ニーズの

把握 

a. 回答者の属性 

表 1 に対象者の基本属性を示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表1　回答者の属性
n %

年齢
(n=652) 20歳代 8 1.2

30歳代 74 11.3
40歳代 150 23.0
50歳代 215 33.0
60歳代 164 25.2
70歳代 46 7.1

性別
(n=651) 男性 11 1.7

女性 645 99.1
主たる所属
(n=649) 医療機関 136 21.0

健診機関 13 2.0
健康保険組合 9 1.4
市町村 35 5.4
保健所 8 1.2
企業（保健指導受託） 39 6.0
企業（その他） 24 3.7
地域活動 277 42.7
保育所・学校 15 2.3
その他 98 15.1

保健指導の従事頻度
（n=510) 週1日以上 179 35.1

週1日未満 331 64.9
項目ごとに欠損値を除いて集計した



 
 
 

年齢では 50 歳代が 33%と最も多く，次い

で 60 歳代，40 歳代の順であった。なお，

20 歳代が少数であったため，以後の分析で

は 20 歳代と 30 歳代を合わせて検討に用い

た。性別では女性が 98%と多数を占めてい

た。主たる所属は，地域活動が 43%と最も

多く，次いで医療機関の 21%であり，保健

指導受託機関である企業や健診機関，健康

保険組合に所属する者の割合は少数であっ

た。保健指導の従事頻度は，週 1 日以上が

35%で，週 1 日未満が 65%と，従事頻度が

少ない者が多数を占めていた。 

b. 年齢層別にみたコンピテンシーの高い

項目，低い項目 

 表 2 に，年齢層別にみた保健指導に関す

るコンピテンシーの高い項目，低い項目を

示した。 

上位項目として各年齢層に共通していた

のは，“基本的なマナー（5）”や“熱意の

ある態度で接する（6）”，“生活背景や価

値観に配慮する（7）”の「対象者との信頼

関係の構築」に欠かせない 3 項目であった。

そのほか，“生活習慣について対象者とと

もに考える（18）”や“相手の要望を聞き

ながら，受け入れられやすい選択肢を示す

（41）”，“体重の 3～5％の減量で効果が

期待できることやその維持が大切であるこ

との説明（44）”などであった。一方，“健

診データ，質問票，前回までの保健指導記

録等の内容を確認する（3)”や，“必要時

にフィードバックを行い，自己効力感に働

きかける（50）”は，20-30 代，40 代のみ

で上位項目として挙げられた。食生活支援

に関する項目では，“設定した食行動の目

標を実行すれば，どの程度の減量効果を期

待できるか，エネルギー量に換算して示す

（27）”が上位項目として 40 代，50 代の

みで挙げられていた。 

下位項目として各年齢層に共通していた

のは，飲酒，喫煙，身体活動に関する項目

であった。また，「研究活動」に値する“取

り組みを学会や雑誌に発表し，次のプログ

ラム開発に取り入れる（60）”も，すべて

の年齢層で半数前後の者が低い項目として

挙げていた。また，“グループダイナミク

スを生かした集団的支援”も下位項目とし

てすべての年齢層に共通していた。 

 

c. 保健指導の従事頻度別にみたコンピテン

シーの高い項目，低い項目 

表 3 に，保健指導の従事頻度別にみたコン

ピテンシーの高い項目，低い項目を示した。 

高い項目では，「週 1 日以上」「週 1 日

未満」ともに「対象者との信頼関係の構築」

に欠かせない“基本的なマナー（5）”や“熱

意のある態度で接する（6）”，“生活背景

や価値観に配慮する（7）”の 3 項目は上位

に挙げられていた。その他，“生活習慣に

ついて対象者とともに考える（18）”，“相

手の要望を聞きながら，受け入れられやす

い選択肢を示す（41）”，“体重の 3～5％

の減量で効果が期待できることやその維持

が大切であることの説明（44）”，“必要

時にフィードバックを行い，自己効力感に

働きかける（50）”は共通していた。一方

で，「事前準備」である“健診・問診デー

タ等の情報収集（2）”や“健診データ等の

内容確認（3)”は「週 1 日以上」の者のみ

で上位に挙げられていた。 

下位項目では，10 項目のうち 9 項目が従

事頻度別に関わらずコンピテンシーが低い

項目として共通して挙げられていた。具体



 
 
 

的には，研究活動や，飲酒，喫煙，身体活

動に関する指導，集団的支援，自己の保健

指導の質のモニタリング，及び保健指導実

践に必要な技術に関する研修を受けること

であった。 

d. 年齢層別にみた習得ニーズの高い項目，

低い項目について 

 表 4 に，年齢層別にみた習得ニーズの高

い項目，低い項目について示した。 

上位項目では，専門分野以外の知識（禁

煙支援，飲酒，運動など）に関して各年齢

層ともに高いニーズがあった。その他，各

年齢層に共通して見られた項目は，“保健

指導実践に必要な技術（57）”や“保健指

導の評価から，保健指導方法の改善を行う

（59）”であった。また，20-30 代を除く全

ての年齢層で“自己の保健指導の実践の質

をモニタリングする（58）”も共通ニーズ

として挙げられていた。 

 また，食生活に関する内容で共通してい

たのは，“代謝の調整とエネルギー・栄養

素，食品との関連を説明する（29）”であ

った。20-30 代及び 50 代では，“食事摂取

基準等について理解し，その根拠について

説明する（30）”も挙げられていた。一方，

習得ニーズの低い下位項目については，表

4 のとおりである。 

  

e. 保健指導の従事頻度別にみた習得ニーズ

の高い項目，低い項目について 

 表 5 に，保健指導の従事頻度別にみた習

得ニーズの高い項目，低い項目について示

した。 

 上位項目では，専門分野以外の知識（禁

煙支援，飲酒，運動など）に関して保健指

導の従事頻度を問わず高い習得ニーズがみ

られた。その他， “保健指導実践に必要な

技術（57）”や“保健指導の評価から，保

健指導方法の改善を行う（59）”，“自己

の保健指導の実践の質をモニタリングする

（58）”，“効果的な教材を選定し，活用

する（26）”が共通していた。食生活支援

では，“代謝の調整とエネルギー・栄養素，

食品との関連を説明する（29）”が共通し

て上位項目に挙げられ，保健指導の従事頻

度が「週 1 日以上」の群のみにおいて“食

事摂取基準等について理解し，その根拠に

ついて説明する（30）”も上位に挙げられ

ていた。下位項目については，表 5 の通り

である。 

 

f. 年齢層別または保健指導の従事頻度別に

みた特に希望する習得ニーズの高い項目に

ついて 

 表 6～7 に，年齢層別または保健指導の従

事頻度別にみた習得ニーズの特に高い項目

について示した。 

 特に希望する項目は，年齢層を問わず，

専門分野以外の知識や保健指導実践に必要

な技術が挙げられていた。さらに，“効果

的な学習教材の選定・活用（26）”もすべ

ての年齢層において特に高い習得ニーズが

あった。また，40 代以上では，“学習効果

を強化するような支援プログラムを作る

（12）”も挙げられた。 

 食生活に関しては，“食事摂取基準等につ

いて理解し，その根拠について説明する（30）”

が全ての年齢層で挙げられ，20～50 代では，

“代謝の調整とエネルギー・栄養素，食品と

の関連を説明する（29）”も特に希望する習

得ニーズとして挙げられていた。 

 



 
 
 

研究 2．特定保健指導用教材・食生活支援

用教材の内容分析について 

a. 分析対象教材について 

 表 8 及び表 9 に，今回分析対象とした教

材のタイトル，著者・監修者名，出版社名，

形態を示した。 

 特定保健指導用教材のうち 1 件は，県栄

養士会のオリジナル（2）であった。その他

は，市販の教材であった。食生活支援用教

材は 15 件すべて市販のものであった。これ

らのうち，都道府県栄養士会からの回答に

タイトル名の記載があったものは特定保健

指導用教材の 3 件（4，5，10），食生活支

援用教材も 3 件（2，10，14）である。なお，

出版社名に偏りがみられるが，都道府県栄

養士会からの回答にあった出版社名（東京

法規出版）に基づき研究者が関連すると思

われる教材を収集したためである。 

 

b. 特定保健指導用教材について 

 全 10 件の特定保健指導用教材について，

表 10 に結果を示した。 

 ①健診結果の説明では，エネルギー・栄

養素及び食品レベルで検査結果との関連性

や目標等が示されていた。 

 ②アセスメントは，食品レベル，料理・

食事レベル，食行動レベルのみで，エネル

ギー・栄養素レベルでの内容はなかった。

また，その他の習慣として飲酒量や飲酒頻

度に関するアセスメント項目が含まれてい

た。 

 ③目標設定では，減量目標に対する食品

からの摂取エネルギーに関する内容が多く

見られた。その他，食行動レベルでの食生

活の改善策や周囲からの支援なども含まれ

ていた。 

 ④実施では，食生活の各レベルでの内容

が充実しており，その内容も多様であった。

複数の教材で見られたものでは，以下のと

おりである。 

・食品レベルでは，「肉は低脂肪・高たん

ぱくの部位（赤身）を使う」「肉より魚を

多くとる」（各 6 件）。 

・料理・食事レベルでは，「食事バランス

ガイドの基本形と考え方」「調理法はゆで

る，蒸す，煮る，網焼き」（各 6 件） 

・食行動レベルでは，「副菜（野菜料理）

を先に食べる」「麺類の汁は残す」「調味

料は小皿にとってつける」「腹八分目にす

る」「身近なところに食べ物を置かない」

（各 5 件） 

・その他（飲酒）の習慣では，「週 2 日は

休肝日を設ける」（6 件）。 

 ⑤モニタリングでは，食行動レベルでの

食事・食生活の目標の達成度チェックが 5

件と多く，その他に料理・食事レベルの内

容も含まれていた。 

 ⑥フィードバックでは，特に食生活に関

する内容は抽出されなかった。 

 

c. 食生活支援用教材について 

 表 11 に，食生活支援用教材について，全

15 件の教材から抽出した内容を示した。 

 ①エネルギーの【アセスメント】では，

料理・食事レベル，食行動レベルの内容が

含まれていた。一方で，エネルギー・栄養

素レベルのアセスメント項目はなかった。

≪実施≫では，全てのレベルの内容が抽出

された。各レベルで抽出された主な内容は

以下のとおり。 

・エネルギー・栄養素レベルでは，「腹囲

の目標設定から 1 日に減らすエネルギー量



 
 
 

の計算」（3 件） 

・食品レベルでは，「肉は低脂肪・高たん

ぱくの部位（赤身）を使う」「適量のアル

コール量一覧」（各 3 件） 

・料理・食事レベルでは，「100kcal 食事量

の一覧」「調理法は蒸す，煮る，網焼きに

する」（各 5 件）， 

・食行動レベルでは，「フッ素樹脂加工の

道具を使う」（3 件） 

 ②食塩では，【アセスメント】として，

食行動レベルの「麺類の汁は残さない」（2

件）のみであった。≪実施≫では，食品レ

ベル，料理・食事レベル，食行動レベルに

内容を分類できた。以下，主な結果である。 

・食品レベルでは，「食塩 1g を含む調味料・

食品の目安量一覧」（7 件） 

・料理・食事レベルでは，「天然食品でだ

しをとる」（5 件） 

・食行動レベルでは，「麺類の汁を残す」

「食卓に調味料を置かない」（各 5 件） 

 ③栄養バランスでは，【アセスメント】

として食品レベルの「野菜」「乳製品」「果

物」と，料理・食事レベルの「食事バラン

スガイド」，食行動レベルの「朝食欠食」

が挙げられた。≪実施≫では，各レベルの

内容が抽出されたが，特に料理・食事レベ

ルの内容が多かった。具体的には，「食事

バランスガイドについて」（7 件），「野

菜は加熱してかさを減らす」（3 件）など

である。 

 

Ｄ. 考察 

a. 保健指導に関するコンピテンシー及び習

得ニーズについて 

保健指導に関するコンピテンシーが低い

項目として専門分野以外の禁煙支援，飲酒，

身体活動に関する項目が多く挙げられてい

た。一方で，これらの項目は習得ニーズが

高い項目として全体に共通して見られた。

また，集団支援や自己の保健指導のモニタ

リングや改善はコンピテンシーの低い項目

として挙げられ，研修ニーズとしては保健

指導技術に関する項目が高かった。したが

って，管理栄養士・栄養士を対象とした研

修会においては，これらの実態を踏まえた

研修内容を検討する必要があると考えた。 

また，食生活に関する内容については，

コンピテンシーが低い項目には挙げられな

かったが，習得ニーズとして食事摂取基準

等の食事療法についての理解は高いことが

分かった。したがって，さらに専門職とし

ての最新の知見を高める支援も重要である

と考えられた。 

さらに，“取り組みを学会や雑誌に発表

し，次のプログラムの開発に取り入れる

（60）”は年齢層や保健指導の従事頻度に

関わらず，コンピテンシーの低い項目とし

て挙げられていたが，習得ニーズとしては

抽出されなかった。しかし，優れた実践を

学術的な場で発表することは，更なる研究

の発展に寄与することにも繋がる。また，

他の実践家や研究者からのフィードバック

を受けることで，さらに良い実践へとつな

がると考える。このように，実践と研究の

融合は重要であるため，今後の研修におい

ては，実践報告の重要性についての認知を

高め，データのまとめ方や論文の書き方な

どの支援を行うことが重要と考える。 

本研究の限界として，都道府県栄養士会

の栄養ケア・ステーションの登録者を対象

としたため，主たる所属が地域活動である

者が多かったという点である。また，保健



 
 
 

指導の従事頻度が 1 日未満の者が過半数を

占めていたことから，企業等で保健指導に

従事している管理栄養士・栄養士は対象に

含まれなかった可能性がある。したがって，

本研究の結果は，保健指導に日頃従事して

いる管理栄養士・栄養士のコンピテンシー

や習得ニーズというよりもむしろ，全般的

なコンピテンシーや習得ニーズである可能

性は否めない。本研究の結果を解釈する際

には，この点に留意する必要がある。 

しかし，平成 25 年度の全体研究 5）におい

ても，特定保健指導研修会に参加した管理

栄養士では禁煙支援や飲酒支援に関する習

得度・認知度が低いことが報告されている。

本研究でも同様の傾向が示されたため，こ

れらの内容については管理栄養士・栄養士

にとって今後の研修での習得ニーズが高い

と示唆された。 

 

b. 特定保健指導用教材・食生活支援用教材

の内容分析について 

 都道府県栄養士会の栄養ケア・ステーシ

ョンで使用している教材を収集し，主に食

生活支援に関する内容について検証した。

その結果，食品レベル，料理・食事レベル，

食行動レベルの各レベルで多様な内容が抽

出された。また，目標設定においては減量

目標との関連でエネルギー・栄養素レベル

のものが中心であったが，実際の支援の場

では，実施に挙げた内容をもとに，支援者

が具体的な行動目標として何が出来そうか，

対象者と共に考えていくものと考えられる。

一方で，食環境レベルでは，周囲の人から

の支援が 2 件該当したが，それ以外につい

ては教材に含まれていなかった。個人の行

動変容を促すためには，食環境の影響も大

きいが，それらが活用可能か確認するため

の内容（アセスメント）や，どのように周

囲からの支援を得るか（実施）などの情報

が不足していた。今後の教材作成において

は，それらの情報も盛り込んでいく必要が

あると考えた。また，エネルギー・栄養素

レベルでのアセスメントは指導用教材に含

まれなかったが，これは別途食事調査を行

い，内容を評価しているからと考える。し

かし，実際の支援の場では，限られた時間

の中で詳細な食事調査はできないため，比

較的簡便な食品レベル，料理・食事レベル，

食行動レベルでのアセスメントが行われて

いると考えられた。 

 食生活支援用教材については，特定保健

指導が主に減量を目的としているため，エ

ネルギーの収支に関する内容が多く見られ

たと考える。アルコールや飲酒習慣につい

ても分析に含めたが，その多くはアルコー

ルのエネルギー量や適量のアルコールとい

った，主にエネルギーの収支に関わること

であり，アルコール使用障害のスクリーニ

ング（AUDIT）などに関する内容は含まれ

ていなかった。今後はエネルギー以外のア

ルコールの生活習慣病への影響について適

切に情報提供するための内容も含める必要

があると考えた。 

 また，研究 1 で食生活支援に関する項目

として習得ニーズが高かった“代謝の調整

とエネルギー・栄養素，食品との関連を説

明する”に関する内容は，指導用教材にほ

とんど含まれていなかった。標準的な健

診・保健指導プログラム（改訂版）では，

特定保健指導非対象者（非肥満者など）へ

の対応なども求められている。しかし，本

研究の分析対象とした教材では，主にエネ

ルギー収支に焦点を当てた内容が多くみら

れたため，今後は食事量だけでなく食事の

質にも注目した補助教材の検討が必要と考

えた。例えば，食事摂取基準（2015 年版）



 
 
 

では，飽和脂肪酸や食物繊維の目標量が拡

充されたが，それらの生活習慣病の発症予

防・重症化予防の働きにも注目し，情報提

供を行っていくことも重要と考える。なお，

食事摂取基準（2015 年版）では，これまで

の主に健康な者から，新たに保健指導レベ

ルの者も対象に含め，主要な生活習慣病（高

血圧，脂質異常症，糖尿病，慢性腎臓病）

の発症予防・重症化予防を視野に入れたエ

ビデンスの整理が行われ，関連する各種疾

患ガイドラインとの調和が図られている。

したがって，このような科学的根拠に基づ

く基準を今後の保健指導用教材の作成・改

訂においても積極的に活用していくことが

重要であると考える。 

 本研究の限界として，教材収集の方法が，

都道府県栄養士会の栄養ケア・ステーショ

ンに限られたという点である。また，回答

された出版社名に基づき研究者らが教材を

直接収集したため，内容に偏りが生じてし

まった。今後は，教材収集の範囲を広げ，

管理栄養士・栄養士以外の職種も扱う食生

活支援に関する教材についても，内容を検

証することも課題である。 

 

Ｅ. 結論 

管理栄養士・栄養士における保健指導の

コンピテンシーについては，年齢層や保健

指導の従事頻度に関わらず，専門分野以外

（飲酒，喫煙，運動）に関する項目が低く，

習得ニーズが高いことが分かった。また，

食生活支援では，“代謝の調整とエネルギ

ー・栄養素，食品との関連を説明する”の

習得ニーズが高かった。一方，指導用教材

に含まれる食生活支援の内容は多様であっ

たが，習得ニーズにみられた“代謝の調整

とエネルギー・栄養素，食品との関連を説

明する”に関する内容はほとんどなかった。

食事摂取基準（2015 年版）では，生活習慣

病の発症予防・重症化予防を視野に入れた

エビデンスの整理が行われており，今後の

研修や教材の作成・改訂において，これら

の内容を生かしていくことは効果的である

と考えた。 
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む） 
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